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災害時には防災拠点や避難所などの重要な施設間が走行可能な道路で結ばれていることが非常に重要である．しかし，

防災拠点の認定に関する一律の基準はなく，都道府県によって認定の状況が異なっており，最低限どのような施設が連

結されているべきなのかが分かっていないのが現状である．これより，全国の防災拠点の指定の現状を把握し，拠点の

重要度の指標化を行い，連結すべき拠点を明らかにする．今回は，地域防災計画などから全国の防災拠点の指定状況か

ら分類を行い，過去の災害で必要とされた防災拠点の事例と照らし合わせることで，重要な拠点を明らかにした． 
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1. 研究の背景と目的 

 

近年日本では大規模災害が頻発し，今後南海トラ

フ地震や首都直下地震などが起こると言われている．

災害時の円滑な避難や物資の輸送，救難救助等を行

うためには，防災拠点や避難所となる施設間が走行

可能な道路で結ばれていることが非常に重要である． 

防災拠点は，平常時には防災知識の普及・啓発，地

域防災リーダー等の教育・訓練の場，さらには防災

資機材や物資備蓄の場であり，災害時には，避難場

所や災害応急対策活動及び情報通信等のベースキャ

ンプともなる．しかし，防災拠点の指定に関する一

律の基準はなく，都道府県によって指定の状況は

様々であり，最低限どのような防災拠点施設が接続

されているべきであるのかが明確になっていないと

いうのが現状である． 

地震だけでなく，集中豪雨や土砂災害，大雪など

の様々な自然災害においても防災拠点間が走行可能

な道路で接続されているかは重要であるが，必要と

される防災拠点は災害によって異なると考えられる．

また，災害の発生した季節によっても求められる拠

点や機能は異なるであろう．まず本研究では，過去

の災害の事例等から必要とされる防災拠点やその機

能について把握し，最低限必要とされる防災拠点を

明確にしていく． 

 

2. 既往研究の整理 

 

 防災拠点や緊急輸送道路に関する研究は数多く行

われている． 

 木俣ら1)は，防災拠点は災害直後の活動の中心と

なり救急車や消防車の基地であるとともに，二次避

難のための広域避難場所としての機能を持つため，

ある特定の地点に対して機能するのではなく，ある

範囲の地域全体に対して責任を負うべきものである

とした．これより，緊急路網はこのことを可能にす

るための決定的な基盤の一つであるため，簡単な道

路網によってカバーされる地区を想定し，地震直後

の緊急活動の対策として，防災拠点とそれを取り巻

く緊急路網のモデル化について考察した． 

 一ノ瀬ら2)は，防災拠点がどれだけ災害時に対応

できるかを白髭東防災拠点を例に挙げて考察した．

拠点内の各施設を詳しく調べることで，避難生活場

所としての機能を評価し，また，防災拠点となって

いる団地の住民を中心にソフト面で拠点がどれだけ

対応できるかを住民の防災意識や防災対策を踏まえ

て把握し，平常時・災害時における拠点の位置付け

を行った．さらに，防災拠点内に住む団地住民は防

災意識が高められる環境にあるという結果が明らか

になり，防災訓練の参加にも積極的であった．これ

らの結果から，今後の防災拠点を設ける際の指標と

することが可能であるとした． 
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 原田ら3)は，東日本大震災において，太平洋沿岸

部の道路ネットワークのいたる箇所で通行止めが発

生し，これに伴う多くの集落での孤立化が救急救援

活動に多大な支障をきたしたことを受けて，道路の

ネットワークの信頼性の評価が以前にも増して必要

であると述べており，岩手県及び高知市を対象に道

路ネットワークの信頼性評価の試算を行った．実務

への適用可能性を考えた場合の信頼性評価の考え方

として，評価項目はいくつか挙げられるが，防災対

策効果の検証として，高次医療施設等の防災拠点か

ら各地域への到達確率や，所要時間による人命救助

等の社会的便益の算出がある．実務での適用可能性

の検証により，大規模ネットワークでも面的に評価

でき，実務に十分適用可能であるとした． 

 菊池ら4)は，防災計画の多角的検討を行うために，

まず生活行動シミュレータPCATSを用いて災害発

生時点の人々の滞在場所の地理的分布の把握を試み

た．災害時に被害の拡大を最小限に食い止めるには， 

災害発生時点でいち早く被害状況を把握し，速やか

に避難誘導や救助活動を行うことが肝心であり，ま

た，防災拠点や公園などの分布状況が災害発生後の

被害の拡大に大きく影響を及ぼすため，災害状況の

想定や対応策の有効性を含めた防災計画が必要不可

欠であるとされている．PCATSとGISを利用し，防

災拠点や避難場所の空間的分布を視覚的に把握し，

各防災拠点や避難場所から滞留人口集中地区への直

線距離とそこまでの移動時間を指標として，現状の

防災拠点・避難場所と滞留人口集中地区との空間的

関係を検討した． 

 永田ら5)は，災害発生後の時間経過に伴い被害の

状況が大きく推移し，情報の把握が十分にできない

可能性が高いものと考えて，発生直後の食料確保に

おける物資流動のあり方について検討した．大規模

災害時に緊急物資輸送を円滑に行うためには，緊急

輸送道路の確保が非常に重要であり，平時より震災

時のルート確保が必要となるため，地震被害の予

測に基づく時系列を考慮したリスク評価分析シミ

ュレーションは有効な手法であるとしている．ま

た，阪神・淡路大震災時の神戸市の事例から食料

調達・移送問題などは社会的にも大きな課題であ

るとした．被災者にとってコンビニの営業は物資

供給という観点から非常に有用であったが，震災

時においてコンビニを食料供給や情報ステーショ

ンとして活用していくためには，平時から緊急時

の物資輸送道路と結合させた配送拠点の確保，デ

リバリー範囲の特定，および被害のない地域から

の配送拠点への域外応援について事前検討が必要

であるとしている． 

 本研究では，全国の都道府県の地域防災計画や

緊急輸送道路ネットワーク計画等を参考にしてど

のような場所が防災拠点として指定されているの

かを分類し，現状の把握を行う．そして，分類結

果や過去の災害でどのような拠点がどのような理

由で重要，または必要であるとされたのかを明ら

かにすることで，どのような防災拠点が災害時に

求められているのかを明確にすることを目的として

いる． 

 

 

3. 防災拠点の果たすべき機能 

 
 防災拠点は，「広義には避難地・避難所から備

蓄倉庫，救援物資の集積所，がれき置き場，応急復

旧活動の拠点，本部施設やその予備施設等幅広い概

念で捉えらている一方，狭義には本部施設や応急復

旧活動の拠点の意味で用いることが多い．5)」され

ており，その役割と規模に応じてコミュニティ防災

拠点，地域防災拠点，広域防災拠点の3つの種類が

考えられている6)． 

(1) コミュニティ防災拠点 

 町内会や自治会の単位で設置されるもので，地区

の集会所を兼ねたコミュニティ防災センターと児童

公園レベルのオープンスペースで構成される． 

(2) 地域防災拠点 

 災害時に市町村等の現地活動拠点や中短期の避難

活動が可能な避難地，あるいはコミュニティ防災拠

点を補完する機能が期待される．小学校区単位もし

くはそれらを包括する規模で設置されるものである． 

(3) 広域防災拠点 

 災害時に広域応援のベースキャンプや物資の流通

配給基地等に活用されるもので，概ね都道府県によ

り，その管轄区域内に1箇所ないし数箇所設置設置

されるものである． 

 広域防災拠点の機能は，災害時の機能と平常時の

機に分けて考えられる．災害時機能の例をまとめす

と以下の図1のようになる．これより，災害時・平

常時共に情報を共有する機能が求められていること

が分かる．  

 奈良県の地域防災計画7)によると，防災拠点は災

害時に果たすべき機能から5つの区分に分けられる

図-1 災害時及び平常時の広域防災拠点の機能例 
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とされている．①災害管理対策拠点，②緊急時にお

ける人的，物資輸送の玄関口，備蓄，集積のための

輸送拠点，③日常生活に必要不可欠なライフライン

の維持のためのライフライン拠点，④災害後の消化，

救助等の救難活動や負傷者の治療介護のための救助

活動拠点，⑤緊急物資，復旧用資器材の備蓄や地域

内外からの物資の集積，配送拠点や救援，復旧活動

に当たる基幹の駐屯拠点のための広域防災拠点であ

る． 

 

 

4. 全国の防災拠点の分類 

 

 全国の地域防災計画や緊急輸送道路ネットワー

ク計画等を参考に，各県でどのような施設が防災拠

点に指定されているのか分類を行った．防災拠点の

種類と施設を分類したものの一例を表1に示す．こ

れは，沖縄県の緊急輸送道路ネットワーク計画8)に

よるものである．都道府県により防災拠点の種類の

括り方は異なっており，表1の沖縄県のように細か

く分類したものを公表している県もあれば大きな括

りの県もあり，また，地域防災計画などに防災拠点

についての記載が全くない県も存在する．さらには，

災害時に果たす役割の重要度及び目的に応じて第1

次から第3次の3段階に区分している県も存在してお

り，都道府県ごとにかなりばらつきが見られる．全

国の状況を分類するためには，どこかの県を基準に

すべきであるため，本研究ではこの沖縄県の緊急輸

送道路ネットワーク計画をもとに分類を行っていく

こととする． 

全国の防災拠点の地域防災計画や緊急輸送道路ネ

ットワーク計画等への記載状況を示したものを表2

に示す．ここで，表内の「名称」は名称が完全に記

載されているもの，「概要」は具体的な施設名称は

不明なところ，「●」は1次，2次防災拠点など詳細

な区分されているところ，「○」は詳細な区分はさ

れていないが，施設について明記されているところ，

「△」は明確な記述はないが指定されていると考え

られるところを意味している．本研究では，防災拠

点の指定について公表しているか否かを問題にして

いるわけではないため，公表している県に限って分

類を行う．防災拠点という名称ではないがそれに準

ずると考えられる施設が挙げられている県も存在す

るが，防災拠点であると断言できる根拠はないため

省くものとした．地域防災計画やその他の資料にも

名称や施設概要が明記されていないのは，福島県，

群馬県，福井県，滋賀県，長崎県，鹿児島県の6県

表-2 全国の記載状況のまとめ 

住所 名称 概要のみ なし
北海道 ○
青森 ○
岩手 ○
宮城 ○
秋田 ○
山形 ●
福島 ○
茨城 ○
栃木 ○
群馬 ○
埼玉 ○
千葉 ○
東京 ○
神奈川 ○
新潟 ○
富山 ○
石川 ●
福井 ○
山梨 ○
長野 ○
岐阜 ●
静岡 △
愛知 ○
三重 ●
滋賀 ○
京都 ○
大阪 ○
兵庫 ○
奈良 ○
和歌山 ○
鳥取 ●
島根 ●
岡山 ●
広島 ○
山口 ○
徳島 ○
香川 ○
愛媛 ○
高知 ○
福岡 ○
佐賀 △
長崎 ○
熊本 ○
大分 ○
宮崎 ●
鹿児島 △
沖縄 ●

表-1 沖縄県防災拠点総括表 

施設分類

県庁舎

各局

広域市町村圏中心市の役所の所在地 役所

市町村役場の所在地

都道府県支庁等の所在地

局

各事務所

高速道路

ライフライン管理者

放送局

その他

自衛隊 自衛隊基地の庁舎の所在地

空港

自衛隊基地ヘリポート

重要港湾

地方港湾

漁港

国立病院

県立病院

市立病院

3次救急医療病院

広域避難地

警察本部

警察署

消防 消防本部、消防組合

警察

拠点種類 施設及び位置

港湾、漁港

総合病院

都道府県庁等の所在地地方公共団体

指定行政機関/指定地
方行政機関

国土交通省関係等の庁舎の所在地

指定公共機関

救援物資等の備蓄拠点
又は集積拠点

災害医療拠点

第 54 回土木計画学研究発表会・講演集

 2406



 

  

であり，これらの県を除く41都道府県について，防

災拠点とされている施設を分類し，その個数のカウ

ントを行った．緊急輸送道路ネットワーク図に防災

拠点のプロットがあるものの，拠点名称等が分から

ないためどのような施設に分類されるのか判別でき

ないものも存在するため，そのようなものはカウン

トされておらず，この分類で全国の防災拠点全てが

把握できるというわけではないが，大まかな傾向を

把握することができると考えられる． 

沖縄県の総括表をもとにして分類を行った結果を

表3に示す．ここで，指定率はその施設を指定して

いる県の個数を防災拠点の分類をすることができた

県の個数（41都道府県）で割って求めている．空港

や重要港湾・地方港湾，漁港については41都道府県

のうちそれぞれを所有している県の数を分母とした． 

指定率が高かった拠点の種類としては，地方公共

団体（県庁75.6%，広域市町村中心圏中心市の市役

所の所在地82.9%，市町村町役場の所在地・都道府

県支庁等の所在地78.0%），災害医療拠点としての

病院80.5%，救援物資等の備蓄拠点または集積拠点

としての重要港湾78.1%や空港69.7%，自衛隊基地

56.1%，消防56.1%などが挙げられる．災害対策本

部となり得る県庁や市役所等の指定率が100%では

なかった理由としては，実際に指定されていないの

ではなく，地域防災計画や緊急輸送道路ネットワー

ク計画に広域防災拠点の記載しかなかった県も存在

しているため，指定されている防災拠点全てをカウ

ントしきれていないからではないかと考えられる．

表2の沖縄県の防災拠点総括表では分類できない部

分は項目を追加しカウントを行ったところ，公園を

物流の拠点などに指定している県も多いことが分か

った．また，工業団地や工場，農場，空港跡地など

を指定している県もあり，地域性が見られた． 

 

 

5. 災害時に役割を果たした事例  

 実際に災害が発生した際に，防災拠点がどのよう

な役割を果たしたのか事例を調査することで，必要

とされている機能や拠点の種類を明らかにすること

ができると考え，事例調査を行った． 

 東日本大震災における防災拠点の活用として，福

島県では福島空港が例に挙げられる9),10)．東日本大

震災発生後，高速道路や新幹線等の交通ネットワー

クが寸断され，さらに仙台空港が津波により被災し

た中で福島空港はほとんど被災することなく，災害

物資の県内外各地への広域支援・物資輸送を行い，

防災拠点としてその役割を果たした．救難救助，旅

客臨時便の運航，救援物資の受け入れ，マスコミの

取材等の拠点となっただけでなく，福島空港から避

難所を設置している市町村までの通行ルートを迅速

に確保しホームページで最短ルートの情報提供を行

うなど，情報共有の役割を果たした．また，災害対

策拠点となった福島県庁，緊急支援物資等の搬入拠

点となった福島空港や自衛隊駐屯地等の物資供給拠

点と被災地を結ぶ高規格道路ネットワークが復旧し

たことで被災者支援に寄与したとされており，これ

より，重要港湾と県外の主要都市，港湾，空港等と

を結ぶ更なるネットワークの強化が重要であるとさ

れた．このことから，県庁や空港，自衛隊駐屯地，

重要港湾が情報の提供や物資の輸送の拠点として重

要であったということが分かる． 

 高速道路のSA・PAおよび道の駅が，被災地外か

らの応援機関の集結・駐屯や，住民の避難場所，食

料品を供給する防災拠点として機能したという事例

もある11)．東日本大震災後から，SA・PAおよび道

の駅を防災拠点にしようというという動きが急速に

高まっており，全国各地で災害時の防災拠点として

の機能が注目されてきている． 

県庁等の地方公共団体は，災害対策本部となり情

報を共有・発信する施設として機能するため重要と

されているのに対し，SA・PAや道の駅などは表立

った支援の拠点として活躍したため拠点性があると

して注目されるようになったと考えられる．SA・

PAや道の駅はその機能が防災拠点として求められ

ているのではなく，その広さやアクセスのしやすい

場所にあるということが重要であり，それにより防

災拠点としての役割を果たしたのではないかと考え

られる． 

 

施設名 県数（県） ランク（位） 指定率（%）
都道府県庁等の所在地（県庁） 31 5 75.6
都道府県庁等の所在地（各局） 28 6 68.3
広域市町村圏中心市の役所の所在地 34 1 82.9
市町村役場の所在地 32 3 78.0
都道府県支庁等の所在地 32 3 78.0
国土交通省関係等の庁舎の所在地（局） 21 15 51.2
国土交通省関係等の庁舎の所在地（事務所） 22 12 53.7
高速道路 20 16 48.8
ライフライン管理者 18 17 43.9
放送局 18 17 43.9
その他 10 21 24.4
自衛隊基地の庁舎の所在地 23 8 56.1
空港 23 8 69.7
自衛隊基地ヘリポート 22 12 53.7
重要港湾 25 7 78.1
地方港湾 23 8 65.7
漁港 15 20 42.9
病院 33 2 80.5
警察本部 18 17 43.9
警察署 22 12 53.7
消防本部、消防組合 23 8 56.1

上下水道局 4 41 9.8
保健所 7 37 17.1
道の駅 14 29 34.1
IC.SA.PA.緊急開口部 12 32 29.3
市場、トラックターミナル、流通センター 9 35 22.0
駅.駅広 17 25 41.5
水防倉庫 1 46 2.4
広域物流拠点 7 37 17.1
臨時離着陸場適地 3 42 7.3
現地医療班派遣病院 1 46 2.4
運送会社 1 46 2.4
公園 27 7 65.9
競技場 15 27 36.6
センター、ホール 23 9 56.1
公民館 3 42 7.3
学校 18 21 43.9
体育館、スポーツセンター 13 31 31.7
JA 2 44 4.9
防災基地、備蓄基地 6 39 14.6
広域防災拠点施設・活動拠点 8 36 19.5
社会福祉施設 2 44 4.9
防災関係機関の所在地 1 46 2.4
場外離着陸場 1 46 2.4
発電所 1 46 2.4
フェリーターミナル 1 46 2.4
農場 1 46 2.4
工業団地 1 46 2.4
工場 1 46 2.4
空港跡地 1 46 2.4
製油所 1 46 2.4

表-3 全国の防災拠点の分類結果 
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6. まとめと今後の課題 

 全国の防災拠点の指定の状況を把握し，分類を行

った．県庁や市役所などの地方公共団体の機関や，

空港，港湾，自衛隊基地などを指定している県が多

く，それらの施設は東日本大震災時に防災拠点とし

て重要視された．また，道の駅等の道路空間を利用

した防災拠点も活躍したことが分かった．今後，過

去に災害が発生した際にどのような防災拠点が需要

とされたのさらに調べ，分類と照らし合わせること

で，どのような防災拠点がどのような理由で必要と

されているのかを把握し，災害時に走行可能な道路

と連結されているべき防災拠点を明らかにしていく． 
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